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寄稿●災害対応直後から利用できる情報システムの構築を目指して

1 はじめに

2011年3月11日に発生した平成23年東北地
方太平洋沖地震とそれに伴う津波、さらに福島
第1原発の事故などの複合災害である東日本
大震災では、東北地方を中心に、北海道、関東、
北陸、中部地方に甚大な被害をもたらした。震
災から5カ月たった8月15日現在で、死者は
15,000名を超え、5,000名近くの方が行方不明で
ある。11万棟以上の家屋が全壊し、5万人以上
の方々がなお避難生活を送っている。
防災・減災における情報の重要性は、古くか

ら指摘されていたことであるが、都市型の大災
害である阪神・淡路大震災時に再認識され、そ
の後も関心を集めている。情報工学分野では、
PC（パーソナル・コンピューター）の機能の高
度化、インターネットの急速な普及により起き
た情報化社会への転換がIT革命と評され、情
報工学の成果が直に生活の中に反映される時代
となった。日本においてIT革命は、阪神・淡路
大震災とほぼ同時期に起こっており、これによ
り災害時の情報環境が大きく改善されることが
期待されてきた。同時に計測技術、機械技術、
制御技術も大きな進歩を遂げており、様々な新
しい防災技術が提案されてきた。
東日本大震災では、このような情報通信技術

（ICT）を用いた様々な活動が行われ大きな貢献
をしている。平成23年度版情報通信白書では、
阪神・淡路大震災で指摘された災害直後の「情
報空白域」を最小化しようとする取り組みが行
われたとして様々な事例が紹介されている。然
しながら、同時に浮かび上がった課題として、

「災害に強いICTインフラの必要性」、「デジタ
ル・アナログの情報変換」、「震災に関連した
チェンメールや悪質なメール等への対応」の3
点が指摘されている。これらは、通信手段の確
保、電子コンテンツの作成、データの信頼性と
いった部分に情報システムの災害リスクが存在
することを示している。これらの課題は、これ
までも指摘されてきたことから、できるだけ課
題が顕在化しないようなハード対策や技術開発
をすることだけでなく、今後もこのような課題
が残っていることを意識し、それでも対応でき
るシステムを構築しておくことも必要である。
著者らのグループ（地理情報システム学会の
防災GIS分科会を中心とする震災支援グルー
プ）の取り組みは、阪神・淡路大震災時にPC系
のGISを用いた神戸市長田区における倒壊家屋
解体撤去業務の支援活動に端を発する。当時の
PCの性能や普及率は今と比較すると極めて低
く、GISは大規模で高スペックのサーバを必要
とするものがほとんどであった。そんな中で、
スタンドアローンで動作するPCベースのGIS
としてDiMSIS（Disaster Management Spatial 
Information System）を開発し、支援活動を開
始した。主な活動は、被災地域の被害情報を地
理データ化し各機関の意思決定や分析の基礎
データとして提供することと被災地の行政業務
をGISベースの情報システムを用いて効率化す
ることであった。前者は、震災により亡くなっ
た一人ひとりの場所を毎日新聞の情報提供で作
成し「震災の帯」を表現し、奈良大学碓井研究
室が現地調査で収集した震災直後の通行不能道
路のデータをGIS上にまとめた。後者では、神
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戸市内で建物被害の最も激しかった長田区に
おいて倒壊家屋の解体撤去受付・管理業務を
DiMSISにより効率化し、災害対応業務での時
空間DB管理の重要性とGISの可能性を示すこ
ととなった（図1）（亀田監修、2006）。これらの
活動から、災害時にも利用可能な行政情報シス
テムの構築についてリスク対応型地域管理情報
システム（RARMIS：Risk-Adaptive Regional 
Management Information System）の概念とし
てまとめ、その普及・発展に努めてきた（亀田
他、1997）。中越地震では、阪神・淡路大震災以
降に時空間管理機能をさらに強化したDiMSIS
を用いて十日町市、川口町（現長岡市）、山古志
村（現長岡市）などの情報化支援を行い（山田
他、2009）、災害時の活動の進め方についてさら
に深い知見を得た。
本稿では、これまでに行われた支援活動を通
して得た知見を紹介し、災害直後の情報空白期
における情報システムについて考察する。

図1　阪神・淡路大震災時の行政支援活動

2 リスク対応型
地域空間情報システムの概念

災害時での自治体への情報システムの導入に
はどのような効果があるのだろうか。阪神・淡
路大震災時に得た知見として、自治体職員の事
務作業からの解放がある。被災地の自治体職員
は、法律にのっとった公的支援のみならず、被
災者の求めに応じて道義的に行政がなすべき支

援をも数多く行っており、都市の復元力、回復
力（レジリエンシー）を高めるための重要な役
割を担っている。自治体職員は、紙の書類、台
帳を用いた事務処理能力はとても高いが、慣れ
ない業務であるため単純で大量な情報の整理と
職員間での共有がうまくいかず、対応が受け身
になりがちである。このような状態は、被災者
の行政に対する不信感を募らせる結果となり、
信頼関係が築かれないままでは復興事業はなか
なか前に進まないという悪循環に陥ることがし
ばしばである。情報処理は、この単純で大量の
データを取り扱うことに効果を発揮するツール
であるため、うまく使うことができれば自治体
職員の時間を確保することにつながる。これは、
被災者とのコミュニケーションを活性化させ、
信頼関係を構築することにもつながるため、ひ
いては被災地の復興速度を加速させることにつ
ながると考えられる。このような観点から、災
害対応での情報処理システムの活用は、十分に
効果的であると考えられる。人命救助、復旧・
復興を効果的に行うために時間という限られた
リソースをできるだけ多く確保することが、本
稿で考える情報システム導入の目的である。
リスク対応型地域管理情報システムの概念

（以下、RARMIS概念）は、阪神・淡路大震災で
の支援活動の経験を基に、行政とその周辺の地
域コミュニティでの情報処理を対象に、情報処
理システムの持つリスクを考慮し、できるだけ
そのリスクを回避できる処理と、それが顕在化
した場合でも最低限の対応できる情報システム
の構築を目指した概念である。対象となる時期
は、災害直後の安否確認を含む災害直後の危機
管理時期から、復旧・復興期までであるが、リ
スクの顕在化が最も顕著な災害直後を重要視し
たものとなっている。災害直後では、情報は災
害対策本部、災害現場、避難所・病院を中心に
集まるが、これらの拠点において実際に役立つ
ためには下記のような5つ条件を満たす必要が
あるとしている（畑山他、1997）。
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（Ⅰ） 平常時に使用していること
平常業務で利用しているシステムの機能を部

分的に限定することで、災害対策支援システム
を構築し、臨機応変な対応と即応を可能にする
こと。
（Ⅱ） 専門家でなくても使用できること
被災地では人的資源が限られるため、誰でも

操作できるシステムであること。
（Ⅲ） 可搬型であること
情報端末が存在しない場所への持ち運びが容

易であり、電力の供給が不安定な状況下でも、
バッテリーを用いて使用可能な携帯型パソコン
を利用できること。
（Ⅳ） 複数システム間での情報統合が

可能であること
複数のシステムで作成された情報を、データ

交換することにより統合することができるこ
と。この作業は、無線や携帯端末などの不安定
な通信手段を用いたデータ交換でも行なえる
こと。
（Ⅴ） 最新の地域データベースを構築できること
時々刻々と変化する地域のデータベースを自

治体ごとに独自に作成・更新できること。バッ
クアップデータの保管については、他の自治体
との連携が考えられる。例えば、姉妹提携した
自治体間で相互にデータを保持し、災害発生時
に支援するなどの工夫が有効と思われる。
自治体職員が行う単純で大量な処理は、固定

資産などの平常時に利用している台帳類と現況
の避難所、避難者、被災建物、被災者の調査結
果との突き合わせにより行われることがほとん
どであり、キーとなる情報は住所などの位置情
報であるため空間情報を管理できる地理情報シ
ステム（以下、GIS）を用いることで様々な手法
をとることが可能となる。GISを含む情報シス
テムは、自治体内では利用が難しいイメージが
あり、一部のソフトウエアを除いて積極的な利
用はなされない場合が多いが、単純で大量な処
理に関しては、そのインターフェースを簡略化
することで有効に利用されることは、過去の災

害で経験済みである。そこで、上記の5つの要
件を満たすために、GISをシステムの中心に据
え、下記の3つのアプローチにより、その実現
を試みている。
（1） 災害発生時と平常時の連続性

平常時に使用しているシステムと、災害時に
利用するシステムを別のシステムと考えるので
はなく、情報課題を分析することで平常時に使
用しているシステムの機能とデータを有効利用
し、災害時の処理を行なう。さらに、平常時に
おける使用の際に、コンピュータに精通した人
でなくても利用できるGUIを構築しておき、ボ
ランティア支援者でも簡単に使えるようにして
おく。
（2） 自律分散協調型（ホロニック）システム

複数端末を利用した地理情報システムでは、
各端末でデータ更新があった際、システムを構
成している全端末の地理データを、リアルタイ
ムにアップデートすることが理想とされる（リ
アルタイム性）。この要望を満たすため、ネッ
トワークの利用を前提としたシステム構築とし
て、データサーバに全地理情報を一元的に管理
させるデータ集中型システム、地理情報を複数
のデータサーバに分散させ、クライアントとな
る端末の要求に応じてデータを集め処理を行な
うデータ分散型システムに関する研究・開発が
多く行なわれている。しかし、巨大災害の直後
では、ネットワークの物理的な寸断や、専門技
術者にしか復旧できないネットワーク上のトラ
ブルを起こしている場合が多く利用できる保
証がないことは、阪神・淡路大震災やその後の
巨大災害でも確認されている。つまり災害直後
には、上記のリアルタイム性を実現するために
ネットワークを早期に構築、復旧することと、
早期に情報処理を開始すること（機敏性）は、
トレードオフの関係にあると考えられる。阪
神・淡路大震災以後、災害直後の時間帯におい
ては、リアルタイム性より機敏性の方が優先さ
れ、システムを構成している全端末の地理デー
タの統合はリアルタイム性を追求する必要がな
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かったことが指摘されている。さらに、災害時
におけるデータのアップデートに関しては、各
端末で入力された情報を全て統合する必要はな
く、必要な情報のみを統合できればよいことも
指摘されている（亀田他、1997）。このような場
合に、迅速にシステム利用を行なうには、バッ
テリー稼働可能なノートパソコンなどの可搬型
の情報端末単体に、対象となる地域内で収集さ
れる情報と対応付けられる位置を特定するため
の基本的な地理情報（街区、家形、道路、鉄道な
ど）やその時点で利用が許可されている各活動
拠点で有効な地理情報（例えば避難所では住民
情報、土砂崩れ災害の現場では地盤情報など）
を格納することで、単体でのシステム稼動を可
能にすることが望ましい。さらに、相互の端末
間で入力した変化情報を統合することで全体状
況の把握が可能となるため、その時点で利用で
きる通信手段（WAN、LAN、携帯電話、無線、
外部記憶装置による手渡しなど）を用いて情報
を交換することで情報共有できるようなシステ
ムである必要がある。
（3） 空間情報と時間情報の統合

都市の状況は時々刻々と変化する。災害時に
はその変化が、平常時に比べて大きなる。そこ
で、空間情報に時間軸を導入し、履歴情報を残
すことにより、この変化状況を記述し、実時間
でのデータ更新・蓄積を実現する。これによ
り、平常時に地理情報を管理している機関によ
る日々のデータ更新・蓄積を行い、それを利用
することで、最新情報を用いた災害直後の活動
を行なうことを可能とする。また、災害時には、
変化状況を蓄積することで、信頼性の高い状況
予測も可能となる。
これらの要件・アプローチは、コンテンツ作
成やソフトウエアの安定的な稼働はもとより、
建屋の破損、停電、通信インフラの途絶、ハー
ドウエアの破損などのリスクへも可能な限り対
応するべく考慮されたものである。阪神・淡路
大震災時に提案されたものであるが、ICTが発
達した東日本大震災でも程度の差こそあれ、想

定されたリスクが顕在化しており今後の取り組
みでも考慮すべき内容であると考えている。
3つのアプローチのうち、（1）は社会実装に
関わる課題であり、（2）、（3）は技術的な課題で
ある。3.は技術課題への対応、4.では社会的実
装への対応について述べるものとする。

3 自律分散協調型の
時空間情報管理システム

技術的要件である「自律分散協調型システム」
と「時空間情報の管理」を実現するために、京
都大学防災研究所を中心に時空間地理情報シス
テムDiMSISを開発し、様々な開発実験を行っ
てきた。本章では、DiMSISにおいて技術要件
を実現するポイントについて説明する。
自律分散協調型システム
災害時の情報システムのリスクを下げるため
には、ネットワークに依存したシステムではな
く、ネットワークを利用したシステムの方がよ
いと考える（ネットワーク依存するシステムを
危機対応システムとする場合には、ネットワー
ク寸断時には稼働しないことを運用上考慮して
おく必要がある、4.1参照）。DiMSISでは、端末
ごとに、基本ソフトをインストールし、さらに
基盤情報を内部記憶装置に持っておき（個人情
報の範囲と取り扱い運用体制で決めるものとす
る）、これに対して、各端末で入力・更新され
たデータのみ（差分データ）を必要な端末間で
流通させることで、データの統合を図る方式を
提案している。この方式は、DVDやHDDを備
えたカーナビゲーションシステムでも取られて
いるシステム形式であるが、差分データを時空
間情報とすることでデータベース上のアンチコ
リジョン処理にも対応でき、さらにデータの圧
縮効率を上げることを可能としている。基本情
報と差分データを基本ソフトにより統合するこ
とで、情報が価値を生む構造のため、利用可能
な場合にネット上を流れる可能性がある差分
データのみを不正に取得されても差分データだ



12  ERI review Vol.9 2011.9

寄稿●災害対応直後から利用できる情報システムの構築を目指して

けでは意味をなさなくすることも可能である。
また、ネットワーク依存しないため、インター
ネットに接続することなく利用することもで
き、セキュリティ対策を、端末のみに単純化す
ることも可能であり、これらにさらに一般的な
セキュリティ技術を導入することで強固なシス
テムを構築できる。
時空間情報管理
差分データを時空間情報として取り扱うこと

は、時空間管理可能な基盤ソフトとデータベー
ス構造に依存している。DiMSISでは、従来の
GISで標準的な手法とされてきた平面位相構造
（2次元空間要素間の関係）中心のデータ構造を
採らず、幾何構造（要素の持つ座標情報）中心
のデータ構造を用いている。最小構成要素ごと
に時間要素を付与し、それらの複体として構成
される要素にも時間要素を付与できる構造を
とっている。時空間での地物間の関係は、ルー
ル化と計算により復元可能なものデータベース
に記述しないこととしている。これによりデー
タベースの圧縮率は高くなり、差分データ単独
での情報価値を意図的に落とすことも可能とな
る。データの基本要素である幾何要素には、空
間要素だけでなく、時間要素も含まれているた
め、属性として時間情報を保持する方式よりも
効率的な地物検索処理を実装可能である。

4 システムの社会実装

RARMIS概念を実現するためには、「平常時
と災害時の連続性」という社会的な課題に対し
て向き合う必要がある。この課題は、3.に述べ
た技術的な課題よりもはるかに難しい課題であ
る。DiMSISを扱ったプロジェクトでもこの課
題に様々な角度から考察を行っている。

4.1　「平常時と災害時の連続性」の必要性
RARMIS概念で重要視している災害直後の

初動時には、人命救助にかかわる情報が最優先
で求められ、まず、住民の安否情報と避難状況

の情報が必要になる。住民にとっても、家族や
友人の安否情報は重要である。常用薬やミルク
などの命を繋ぐために必要な物資を、自力で入
手できない被災住民に届けるための情報が必
要になる。さらに人命救助の応援をするために
は、現場での救急医療体制を整える必要があ
り、危険物を除去して二次災害を防ぐために、
道路の閉鎖状況、家屋の倒壊状況、ライフライ
ンの被災情報などが必要になる。被災直後から
時々刻々変化する情報を収集して統合すること
によって、戦略的な対応が可能になり、救うこ
とのできる人命も増える。また、家族の安否情
報が伝わることによって、不要な移動を減らす
ことができる。被災情報が適切に整理され、把
握しやすい可視化がなされれば、判断もしやす
くなり不要な混乱が避けられる。これらの判断
は、その時点で得られている情報をもとに行わ
れることが一般的であるが、適切なタイミング
でなされなければ、その価値を失う。災害直後
の混乱期では、情報は様々な理由で判断が必要
なタイミングで届かないこともあり、その場合
は情報なしで判断を下すことも必要とされる。
必要な情報を待つべきか否かについては、情報
システムの持つリスクやその回避対策を踏まえ
て判断することになる。この考え方は、企業で
も行政でも同じであるが、サービスや製品の供
給を対象とする企業と、住民の安全・安心に対
する責務を負う基礎自治体では状況が変わる。
災害直後から役所そのものや職員の被災の程度
に関わらず安否確認・避難所開設・避難者への
物資配給などの作業を開始しなければならない
基礎自治体では、これらのサービスをどんな場
合でも安定したサービスを保証できるギャラン
ティ型のサービスとして計画し、運用する必要
がある。このことは、阪神・淡路大震災の支援
活動の経験から得られた知見であり、災害直後
の時間帯の作業が、災害後に外部機関（民間企
業や研究機関）により行う支援活動では、時間
的にカバーしきれないことがあることが根拠で
ある。この時間帯は、基礎となるデータが十分
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に準備されていて、かつ、建屋、電源、通信イ
ンフラといった周辺環境が極めて不安定な時に
も利用できる必要がある。近年、注目を浴びる
クラウドコンピューティングは、内包する多く
の問題を解決する可能性を持っているが、イン
ターネットというベストエフォート型サービス
に依存した形でシステム構築されることがほ
とんどであり、通信インフラのトラブルがあれ
ば、クライアント端末がバッテリー駆動できて
も、通信インフラが復旧するまで利用すること
はできないという問題がある（このようなリス
クを十分に認識し、通信インフラに伴うリスク
が顕在化した際には利用をあきらめることを想
定していれば利用することも可能であるが、利
用者に理解されないままに導入されている例も
多い）。東日本大震災では多くのクラウドシス
テムが支援活動で利用されたが、通信インフラ
に不具合の出た地域では、通信が回復した後に
導入されてその効果を発揮している。
災害対応で求められる情報処理には、平常時
に行っている住民サービスと表裏一体となって
いる作業も多く、うまく情報システムを設計す
ることで、平常時と連動させることが可能であ
る（図2）。こうすることにより、災害直後から

職員の手で対応業務を始めることが可能とな
り、情報空白域での情報共有活動が可能になる
と考えている。しかしながら、このモデルは災
害直後から自治体職員が利用できるかどうか
に依存することになる。次節ではその実現性に
ついて実際の事例から掘り下げてみることに
する。

4.2　事例からみる導入のポイント
RARMIS概念では、技術面からの要求に加え
て、「平常時と災害時の連動」というシステム運
用面からの要求が挙げられているが、これを実
現するためには自治体の情報システムそのもの
の再構築が必要となる場合が多く、阪神・淡路
大震災以降いくつかの自治体がシステム実現に
取り組んでいる。以下では、DiMSISを用いた
具体的な事例を用いて導入のポイントについて
考えてみる。
宮崎県清武町（現宮崎市）の事例
清武町は、宮崎県の南東部に、宮崎市に挟み
こまれるように位置した人口3万人弱の都市で
あった。清武町では2006年度より「清武町地域
総合防災システム」として、要援護者支援･安
否確認システム（主に台風被害を想定したも

図2　平常時と災害時の自治体業務の表裏一体性
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の）、緊急地震速報住民配信システム、河川監
視・不審者監視システムの開発をDiMSISベー
スに進めていた。これらのシステムは、インフ
ラ管理業務の一つである水道業務システムと
データベースレベルで連携することで、システ
ム構築費や変化する世帯情報の鮮度を確保する
形で構築されており、町が独自で導入していた
地区担当制度を支援する形で運営されていた。
平常時のシステムを災害時の対応に利用すると
いう点でRARMIS概念を満たしたシステムで
あるが、その真の効果は、2007年1月に発生し
た鳥インフルエンザへの対応に利用される形で
実現された。鳥インフルエンザ対応では、発生
場所の確認から周辺世帯把握、規制等の計画、
処分等の計画、愛玩鳥調査、それらの対応に関
する住民説明など事前のマニュアル化が難しい
対応業務が発生するが、これらに対し、職員が
自発的に清武町地域総合防災システムを応用し
た対応を行い、素早い対応に成功している（図
3）（佐々木他、2009）。当時の作業に加わった職
員は、平常時から地区担当制支援としてシステ
ムを利用しているため、このシステムを鳥イン
フルエンザ対応に利用することは自然な成り行
きであったと回想している。予期せぬ危機に対
する素早くきめ細かい対応が情報システムの支
援により実現し、住民と行政の信頼関係を深め
たという点において、神戸での知見が生かされ
た事例といえるであろう。

しかしながら、このシステムはこの後、継続
的な利用はなされておらず、2010年春に流行し
た口蹄疫被害の際には利用されていない。要因
として、システム開発・導入の遅延とそれに伴
うデータ更新遅延、選挙による町長の交代、宮
崎市への合併も伴ってシステムの価値が落ちた
ことが、職員へのインタビュー調査から明らか
になっている。これらの内容は、技術課題では
なく、実装プロセスの問題であり、社会実装課
題に対する多くの教訓を含んでいる。
北海道遠軽町の事例
遠軽町は、北海道東部北海道の北東部、網走
支庁管内のほぼ中央内陸側に位置している。
2005年に丸瀬布町、生田原町、白滝村と合併し
人口2.5万人弱の町となった。統合型GISの構
築については、合併前から検討を始めていた
が、合併を機に本格的に検討が始まった。清武
町の事例での教訓（良い面も悪い面も）を元に、
システム開発・導入を地元企業が請け負う形を
とり、役場内にシステム管理のための職員を育
成し、さらに企業・行政に対してアドバイスを
研究者からもらう体制をとることで、プロセス
重視のスケジュールで導入を進めている。町長
の交代も経験したがシステム導入に関しては、
円滑な引き継ぎが行われ問題にはならなかっ
た。システムは2007年ごろから徐々に稼働し、
現在では、税務関連業務にも利用されている。
文部科学省　安全・安心科学技術プロジェク
ト（2008年から2010年）（角本、2010）に実証自
治体として参加することで、平常時にも災害時
にも多数利用される帳票処理と地図を連動させ
る機能を汎用的に開発することにより、道路管
理や固定資産管理のようなデータの維持・管理
業務だけでなく、保健指導や福祉サービスなど
のデータ利用系サービスにも応用できるように
システムが構築されている。このように災害対
応に応用できる汎用機能を平常業務に組み込ん
だシステムは、2010年より防災訓練を通して災
害時での利用可能性について検証が行われてい
る。情報空白域とされる災害直後の住民の安否

図3　鳥インフルエンザに関する説明会の様子
（2007年、清武町）
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確認については、行政のみの力で行うのではな
く、行政と町民のパートナーシップ（協働）を
積極的に活用して行うことを画策している。具
体的には、地域の自治会組織と連携し、確認す
べき人を登録することで、災害直後から稼働さ
せられる体制を組んでいる。町職員、住民、地
元企業が有機的に結合した体制作りをシステム
開発と並行して行っており、清武町と同等な危
機対応ポテンシャルをもっていると考えられ
る。また、通信環境に関しても、災害時に独自
に所有する長距離無線LANを用いたアドホッ
ク通信や、簡易な無線技術を用いた情報通信網
の構築を計画しており、孤立地域の対策に対す
る備えも行っている。
これらの事例から、平常時と災害時の連続性
は、自治体やその周辺の地域コミュニティとの
連携で十分実現可能であり、さらに実務者や住
民がその枠組みを十分に理解していれば、想定
を超える災害に見舞われた際にも利用可能であ
ると考えている。

5 東日本大震災でのシステム活用

東日本大震災の被災自治体には、RARMIS概
念を意識した情報システム導入を行っている自
治体は存在しなかった。しかしながら、阪神・
淡路大震災や中越地震をはじめこれまでの支援
活動では、支援グループが基礎自治体に対して
支援を申し出て、活動を行っているのに対し、
東日本大震災では、被災自治体である栃木県那
須烏山市から罹災証明発行に関する相談が寄せ
られたことがきっかけとなり支援活動を行うこ
ととなった（畑山、2011）。復旧・復興が過去の
事例よりも遅かったことも手伝って、行政と住
民の信頼関係を構築することを目的とした情報
システム導入活動を行うことができた。以下で
は、この支援活動について紹介する。
栃木県那須烏山市での罹災証明発行と
被災者支援サービス申請のワンストップ化
那須烏山市は人口約3万人の都市であり、東

日本大震災により死者2名、全壊とみなされ
る建物は66棟（栃木県下で最多）、一部損壊ま
でを含めると2500棟弱の建物が被害を受けて
いる。市は罹災度判定の方法を模索する際に、
様々な自治体に意見を求めており、その中で罹
災証明情報のDB化も同時に行うべきとの判断
をし、著者らの支援グループ（地理情報システ
ム学会防災GIS分科会を中心とする東日本大震
災支援チーム）への支援要請となった。
震災から約2週間後の3月24日に市の災害対

策本部より最初の相談をいただき、支援体制・
プログラムの調整を経て、4月4日の最初の市
役所訪問を期に支援活動が開始された。4月8
日より震災支援チームが市役所に入り、システ
ム構築とデータ作成を開始した。市役所は、4
月5日から軽微な被害と思われる建物に関して
外観調査を開始、4月11日～ 28日に栃木県建
築士会の協力で半壊以上と思われる建物に対し
て罹災度判定調査を行い（その後は調査期間中
に対応できなかった物件や住民から説明を求め
られた物件を中心に調査は継続）、5月23日か
ら罹災証明発行を開始した。
罹災度判定の勘所やその後の復興事業との
関連などを、中越地震時に十日町市で担当者で
あった須藤氏（十日町市役所）に助言いただき、
申請段階からのデータベースの作成を開始し
た。データはDiMSISをベースとするシステム
（文部科学省　安全・安心科学技術プロジェク
トの成果物の一部、遠軽町で利用しているシス
テム）を用いて時空間情報として管理すること
とし、基盤となる地理データは、市役所税務課
が所有していた航空写真と家屋形状、地番区画
情報（固定資産台帳とのリンクはしていない形
状のみの情報）を提供いただいた。税務課デー
タの作成を行っている地元企業の協力で、デー
タ提供から形式変換などについては円滑に進め
られた。また、申請者の位置データの作成には
ゼンリンより提供を受けた住宅地図ベースの
GISソフトを利用している（RARMIS概念を意
識した情報システム導入がなされていれば、自
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治体内で相互利用できるようになっているべく
ものである）。
システム設計に関しては、市役所ですでに

行っている調査方法や今後の体制などをヒアリ
ングし、行政が描いている支援事業の事務的部
分を円滑にかつ機能的にサポートできるシステ
ムの構築をおこなった。被災者に何度も役所に
来ることを求めたり、窓口をたらい回しにした
りすることは、行政と被災者の信頼関係を崩す
ことにつながるため、極力減らすことを考える
必要がある。そこで、罹災証明発行時にすでに
決まっている支援事業の申請書を同時に出力
し、その場で申請手続きを行えるようなワンス
トップサービスを行うことを試みた。これはコ
ンピュータや自治体職員が主体のシステムでは
なく、被災者のためのシステムと認識しデザイ
ンすることを示している。具体的には、被災者
生活再建支援法の適用（国）、災害復旧等支援金
（市）、固定資産税減免（市）の申請を、罹災証明
発行と同時に行えるようにした。このとき罹災
度をもとに支援サービスを特定することで誤申
請を防ぎ、罹災証明発行のための入力されてい
た情報（罹災度判定、調査日、占有者名、所有者
名、物件住所など）を、申請書類のフォーマッ
トに差込み印刷することで申請者の記入の手間
を省くことを行っている。遠軽町で導入されて
いる帳票処理と地図を連動させる機能を利用す
ることで、申請書類の追加や細かな仕様変更に
も簡易に対応できるようになっていたため、罹
災証明発行の直前まで、ワンストップ申請の対
象を追加することが可能であった。
復興は始まれば、支援事業のステイタスも

日々変化していくが、予算、人材、資材調達な
どの面から対象となる世帯や建物に対して一斉
に同時に行われる場合ばかりではない。支援事
業を申請した人は、周りの進捗情報を聞き、自
分への対応が遅れていれば不安を抱き、問い合
わせを行う。様々な事業の進捗をDBで管理す
ることで、住民の問い合わせに対して時宜を得
た回答を返すことができると不安感を払拭す

ることが可能となること考慮し、時空間DBで
は事業のステイタス管理の機能も盛り込んで
いる。
この罹災証明発行と支援サービス申請のワン
ストップサービスは、5月23日から6月6日ま
で行われ、大きな問題もなく終了した（図4）。
その後の申請業務は、市役所内に移されたが、
システムは現在もそのまま利用されている。
臨機応変に情報システムの特徴を生かした体
制が敷かれたことで、これまででは難しかった
新たな形のサービスが短期間に実現できた。こ
のような臨機応変な対応ができる素地は、平常
時のシステム利用から創造できることが理想
であり、それこそが「平常時と災害時の連続性」
の実現であると考えている。

図4　那須烏山市での罹災証明発行の様子

6 復興に向けて、
次の巨大災害に備えて

本稿では、主に災害直後の情報空白域も埋め
ることが可能な情報システムの在り方につい
て、いくつかの事例を元に考察してきた。しか
しながら、情報システムはそのあとに来る復
旧・復興フェーズでも重要な役割を果たすこと
となる。「災害ユートピア」と呼ばれる時期を過
ぎれば、行政と被災者の間の信頼関係の有無が
表出化してくるため、様々な復興事業でそれぞ
れの状況認識を統一する機会が目白押しとな
る。災害直後よりもICTを巡る環境は改善され
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るが、時間に伴い情報ボランティアは減少し、
情報システムには多大なコストが伴うことにな
る。平常時業務との連動がなされているシステ
ムでは、ゆるやかに災害対応から平常業務にシ
ステム利用を移行していくことで様々な局面で
システム利用が可能となる。時々刻々と復興を
遂げていく被災地の状況は、時空間情報として
蓄積しなければ、今後の利用につながらない。
また、情報システム自体が破損してしまった場
合は、新たなシステム構築が求められるが、予
算規模の小さい自治体では、いきなり元のシス
テムを再構築することは難しい場合も多い。こ
れらを勘案すると、復旧・復興期を見据えても
RARMIS概念は重要な道筋を示していると考
えられる。もちろん、その実現手法には、クラ
ウドコンピューティングなど近年の技術動向を
踏まえた改善がなされるべきであるが、改善は
社会での流行を追うものではなく、克服すべき
課題を実現する手段としての評価に基づき行わ
れるべきである。図5に、今後を見据えた災害
対応システムの構成について示した。激甚被災
地は、近隣の自治体と、遠隔の広域連携自治体
のサポートを受け対応業務にあたることを示し
ており、この活動を、国、都道府県、民間企業、
研究機関などが遠隔サポート可能な情報ボラン
ティアと協力して支える構造である。このよう

なシステムを、次の巨大災害として注目を浴び
ている東海・東南海・南海地震及び津波への対
応に生かされるよう、今後も基礎自治体での実
験・検証を通して研究を進めていく予定である。
最後に、東日本大震災での被災地の一日も早
い復興を願い、本稿を終えることにする。

DiMSISの問い合わせ先：
contact@dimsis.jp（京都大学防災研究所　畑山）
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